
3月5日(水)、交運労協が関係省庁に対し、新型インフルエンザ
等対策政府行動計画の改定に対する要請をおこないました。
コロナによる大きな影響を受けたJR連合とサービス連合、航空

連合が中心となって要請内容をとりまとめ、航空連合・内藤会長
は「入国者上限数の設定とその長期化によって航空会社は深刻な
ダメージを受けた。科学的な知見に基づいた水際対策を前提に、
入国者数制限時は収入補填を検討すべき。」と主張しました。
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省庁側（右）は内閣感染症危機管理統括庁、国土交通省、財務省、厚生労働省、
観光庁、内閣府地方創生推進室などから多数の担当者が出席しました

右から３人目が航空連合・内藤会長。一番左は森屋隆 参議院議員（航空連合政策議員
フォーラムメンバー・交運労協政策議員懇談会事務局長）
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